[bookmark: _Hlk123048999][bookmark: _Hlk123052697]様式第１号（第７条関係）
年　　月　　日
山県市長　　　　　あて
申請者（事業主）　　　　　　　
所 在 地　　　　　　　　　　　
名　　称　　　　　　　　　　　
代表者職・氏名　　　　　　　　

山県市賃上げ重点支援助成金申請書兼請求書

山県市賃上げ重点支援助成金交付要綱第７条の規定により、次の関係書類を添えて申請をします。また、交付決定された場合は、交付決定額を下記の口座に振り込むよう請求します。

記
１　交付申請額　　　金　　　　　　　　　　　円
　　※対象従業員数×５万円
　　※申請上限額：２０万円

２　交付対象となる従業員に係る事項
	[bookmark: _Hlk123112352][bookmark: _Hlk123051164]事業者
に関する事項
	業種
	
※日本標準産業分類大分類を記載

	
	資本金
（会社以外は記載不要）
	

	
	常時使用する従業員数
	人（　　　年　月　日現在）

	
	事業所所在地
	山県市
※市外に本社があるさくらカンパニー認定事業者の場合記載

	対象者
に関する事項
	対象従業員数
	　　　　　　　人

	
	対象者名
	氏名
	改定前月
基本給
	改定月
基本給
	賃上げ率
(3％以上)

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	



３　添付書類
	添付書類
※提出する書類を、☑してください。
	□　対象従業員に係る雇用条件通知書の写し、雇用契約書の写し又は雇用保険被保険者資格取得等確認通知書の写し
□　賃金台帳の写し（賃金改定前月及び賃金改定月分）
□　その他市長が必要と認める書類



４　誓約・同意事項
次の項目に誓約又は同意する場合にチェック印（☑）及び自署をしてください。
（交付申請にはすべて☑及び自署が必要です。すべての項目に☑及び自署がない場合は支給できません。）
	
	本助成金の対象となった賃金の引上げについて、引上げ後１年間は、引上げ後の賃金水準の賃金を継続して支払います。

	
	中小企業基本法（昭和３８年法律第１５４号）第２条第１項に規定する中小企業者の範囲で事業を営む者に該当します。

	
	市内に主たる事業所を有する事業者又は山県市さくらカンパニー認定制度実施要綱（令和元年山県市告示第１０７号）第８条で認定された事業所を有する事業者です。

	
	市内の事業所に常時使用する従業員を１人以上雇用しています。

	
	申請日時点において、市税の滞納はありません。

	
	過去に国・都道府県・市区町村等の助成事業等において、不正受給による不交付決定又は交付決定の取消しを受けたことはありません。

	
	過去５年間に重大な法律違反等はありません。

	
	風俗営業等の規制及び業務の適正化等に関する法律（昭和２３年法律第１２２号）第２条第５項に規定する「性風俗関連特殊営業」を行っていません。

	
	本人又は従業員が、山県市暴力団排除条例（平成２４年山県市条例第４号）第２条に規定する暴力団員又は暴力団若しくは暴力団員と密接な関係と有していません。

	
	民事再生法（平成１１年法律第２２５号）等に基づく再生を行っている者に該当しません。

	
	運営費の過半について、国又は地方公共団体からの補助や助成を受けていません。

	
	【個人事業主の場合】税務署へ開業届を提出しています。

	
	対象従業員は、雇用保険法（昭和４９年法律第１１６号）第４条に規定する被保険者です。

	
	対象従業員に対して、賃上げを目的とする他の助成金等を受給していない又は受給予定がありません。

	
	３等親以内の家族従業者がいる場合、対象従業員としていません。

	
	助成金の申請に当たり、もし申請書の記載等に虚偽が判明した場合は、助成金額確定の取消し、助成金の返還等に応じます。

	
	上記すべての項目に虚偽がないことを誓い、内容に同意したうえで申請します。
また、山県市から報告・立会検査の求めがあった場合は速やかに応じます。





代表者名（自署）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

５　助成金振込先口座（申請者の口座を記入してください。）
	振込先
	金融機関名
	
	支店名
	

	
	預金種別
	普通　・　当座

	
	口座番号
	

	
	フリガナ
	

	
	口座名義
	



６　担当者名
	担当者
	所　属
氏　名
電　話
メールアドレス



